様式第５号　別記１－１
賃金引上げ実績の計算書（賃上げ環境整備型）

	事業者名
	


	事業計画名
	




以下の（１）または（２）のいずれかを記載してください。

（１）賃金が低い層の従業員等の給与支給月額の総額及び労働時間総数から賃金が低い層の従業員等一人当たりの平均時給単価を算出する場合
	
	基準月
（賃金引上げ前）
	比較月
（賃金引上げ後）※予定
	賃金引上げ率

	賃金引上げを確認する月
　※任意の１か月
	令和　　年　　月
	令和　　年　　月
	

	（A）賃金が低い層の従業員等の給与支給月額の総額
	（A）
円
	（A’）
円
	

	（B）賃金が低い層の従業員等数
	（B）　
人
	（B’）
人
	

	（C）賃金が低い層の従業員等の労働時間総数

	（C）
時間
	（C’）
時間
	

	（D）賃金が低い層の従業員等一人に係る平均時給単価
※（A）÷（C） （A’）÷（C’）
	（D）
円
	（D’）
円
	（E）※〔（D’）‐（D）〕÷D
　　％


　※小数点以下は切り捨てること。
※（A）、（A’）の給与支給月額の総額、及び（B）、（B’）を算定する従業員等には、役員を除いた正規雇用者、非正規雇用者、短時間労働者（パート等）、派遣労働者等を含めるものとし、その従業員等のうち、基準月における平均給与支給月額が低い者から順に数えて当該従業員等の総数の１０分の１に相当する人数（１人以上の場合の端数は四捨五入し、１人未満の場合の端数は切り上げる。）の従業員等を対象とする。なお、確認期間中に退職、新たに雇用、派遣終了又は新たに派遣を受け入れた者は、算定から除外するものとする。
※（A）、（A’）の給与支給月額の総額は、（B）、（B’）に記載した従業員等に対して直接支給する給与等（賃金・手当）とし、事業主が負担する社会保険料等は除く。なお、直接雇用ではない派遣労働者の場合は、(B)、(B’)に記載した派遣労働者について、派遣元に支払う費用の総額とする。
※（C）、（C’）の労働時間総数には、（B）（B’）の従業員等の基準月及び比較月における労働時間総数を記載すること。
※（E）が3%未満の場合は、補助対象者としない。

（２）労働条件通知書等に記載された時間給から賃金が低い層の従業員等一人当たりの平均時給単価を算出する場合
	
	基準月
（賃金引上げ前）
	比較月
（賃金引上げ後）※予定
	賃金引上げ率

	賃金引上げを確認する月
　　※任意の１か月
	令和　　年　　月
	令和　　年　　月
	

	（A）賃金が低い層の従業員の時間給の合計額
	（A）
円
	（A’）
円
	

	（B）賃金が低い層の従業員等数
	（B）　
人
	（B’）
人
	

	（C）―
	
	
	

	（D）賃金が低い層の従業員等一人に係る平均時給単価
※（A）÷（B） （A’）÷（B’）
	（D）
円
	（D’）
円
	（E）※〔（D’）‐（D）〕÷D
　　％



※小数点以下は切り捨てること。
※（A）、（A’）の時間給の合計額、及び（B）、（B’）を算定する従業員等には、役員を除いた正規雇用者、非正規雇用者、短時間労働者（パート等）、派遣労働者等を含めるものとし、その従業員等のうち、基準期間における平均給与支給月額が低い者から順に数えて当該従業員等の総数の１０分の１に相当する人数（１人以上の場合の端数は四捨五入し、１人未満の場合の端数は切り上げる。）の従業員等を対象とする。なお、確認期間中に退職、新たに雇用、派遣終了又は新たに派遣を受け入れた者は、算定から除外するものとする。
※（A）、（A’）の時間給の合計額は、（B）、（B’）に記載した従業員等に係る労働条件通知書等に記載された時間給を合計した金額とする。なお、直接雇用ではない派遣労働者の場合は、(B)、(B’)に記載した派遣労働者について、労働派遣契約書等に記載された時間給で計算する。
※（E）が3%未満の場合は、補助対象者としない。

